
 
国際会計基準審議会 御中 

2010 年 9 月 6 日 

 

公開草案「確定給付制度」に対するコメント 

 

我々は、退職後給付プロジェクトにおける国際会計基準審議会（IASB）の努力に敬意を

表するとともに、公開草案「確定給付制度」（以下「本公開草案」という。）に対するコメ

ントの機会を歓迎する。 

 

 

認 識 

 

質問 1 

本公開草案は、企業に対し、確定給付制度債務の現在価値及び制度資産の公正価値の変

動のすべてを、それらが生じた時点で認識しなければならないと提案している。（第 54 項、

第 61 項及び BC9 項から BC12 項）これに同意するか？その理由は何か？ 

 

1.  確定給付制度債務の現在価値及び制度資産の公正価値の変動のすべてを、それらが

生じた時点で（財政状態計算書及び包括利益計算書で）認識しなければならないとい

う提案全体に対しては同意する。 

2.  しかしながら、第 4 項から第 6 項に記載する理由から、本公開草案で示された提案

の一部には同意しない。その代り、第 7項から第 12 項に示す代替案を提案する。 

3.  なお、質問 1及び質問 6は相互関連的であるため、まとめてコメントする。 

 

同意しない提案部分とその理由 

4.  我々は、次の提案に同意できない。 

(a)  その他の包括利益で認識される、確定給付負債（資産）の純額の再測定を、リ

サイクルしない。 

(b)  当該再測定を、その他の包括利益で認識後、利益剰余金に直ちに振り替える。 

5.  我々は、すべての利得又は損失を、一度はある期間に当期純利益に計上する必要が

あると考えているため、確定給付負債（資産）の純額の再測定をリサイクリングしな

い点に同意しない。仮に、確定給付負債（資産）の純額の再測定を、それが生じた期

間にその他の包括利益で認識するならば、その後の期間に当期純利益にリサイクルす
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る必要があると考える1。 

6.  特に、確定給付制度債務に係る数理計算上の差異については、次の理由からも、一

度はある期間に当期純利益に計上すべきである。 

(a)  確定給付制度債務に係る数理計算上の差異は、過去の期間に認識された勤務費

用（これは営業費用である。）に対する見積りの変更であることを踏まえれば、一

度はある期間に営業費用に含めるべきである。 

(b)  割引率の変化によって生じる数理計算上の差異も、過去の期間に認識された利

息費用に対する見積りの変更であることを踏まえれば、一度はある期間に当期純

利益で認識する必要がある。本公開草案のこの提案は、割引率の変化によって生

じる非金融負債の変動を当期純利益で認識する、IAS 第 37 号「引当金、偶発負債

及び偶発資産」の会計処理と一貫性を欠いている。 

 

我々が提案する代替案とその理由 

7.  我々は、数理計算上の差異について、それが生じた期間に財政状態計算書及びその

他の包括利益で即時認識した上で、その後の期間に当期純利益に遅延認識する（リサ

イクルする）ことを提案する2。 

（1つ目の理由－我々の提案により、IASB が目指す財務報告の改善が達成される） 

8.  こうした提案を行う 1 つ目の理由は、本公開草案の提案によって達成を図る次のよ

うなメリットのすべてが、我々の提案によっても達成されることが挙げられる（本公

開草案 BC10 項）。 

(a)  即時認識により、財政状態計算書及び包括利益計算書に計上されることになる

金額は、財務諸表の利用者にとって目的適合性があり、理解がより容易である。

これに対し、遅延認識では、例えば下記のような、誤解を招くおそれのある金額

が生じる可能性がある。 

(i) 制度が積立不足である場合であっても、財政状態計算書に資産が認識され

る場合がある。 

(ii) 包括利益計算書に、過去の期間に発生した経済事象から生じた利得及び損

失が含まれる場合がある。 

(b)  IAS 第 19 号で認められている選択肢を削除することで、企業間の比較可能性が

改善する。 

9.  我々の提案（リサイクリングを伴う当期純利益における遅延認識）が、前項(a)(ii)

                                                  
1 すでに IFRS では当期純利益で一度も認識されない利得又は損失項目が存在し、そのすべてが
米国の会計基準との相違になっている。 
2 この方法は、米国の会計基準 FASB ASC Topic 715 で採用されている方法と同様のものである。 
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で示された問題点を解消し得る理由について補足したい。遅延認識によって当期純利

益に認識される金額とリサイクリングによってその他の包括利益に認識される金額と

が相殺されるため、我々の提案に基づき、包括利益に表示される利得及び損失の純額

は、当期に生じた経済事象のみが反映されることになる。 

10.  これに対して、当期純利益レベルでは、過去の期間に発生した経済事象から生じた

利得及び損失が含まれるという批判はあり得る。しかし、本公開草案で提案されてい

る、リサイクルしない処理では、利得及び損失が当期純利益に全く認識されないため、

より問題がある（第 6項参照）と考えられる。 

（2つ目の理由－現行の実務上、微小な修正に留め得る） 

11.  2 つ目の理由として、この提案によれば、現在、遅延認識を採用している企業につい

ては、現行 IAS 第 19 号の会計処理と較べて当期純利益に与える影響がなく、微小な修

正に留め得るという実務上の利点がある。 

（3つ目の理由－米国とのダイバージェンスを回避し得る） 

12.  米国の会計基準は、我々の提案と同様にリサイクリングを行っている。したがって、

この提案によれば、米国の会計基準とのダイバージェンスを回避することができ、国

際的な比較可能性をより確保することができる。 

 

我々の提案に対してあり得る反論 

13.  我々は、第 7 項に示した我々の提案と同様の見解が、既に本公開草案の中で次のよ

うに分けて検討され、採られていないことを承知している。 

(a)  数理計算上の差異の遅延認識の存続について：本公開草案 BC9 項から BC12 項 

(b)  リサイクリングについて：本公開草案 BC45 項 

14.  しかしながら、前項(a)が採られていない理由は、財政状態計算書でも遅延認識を行

うという見解に対するものであり、我々の提案には当たらない（第 8項から第 10 項を

参照）。また、本公開草案 BC45 項における、リサイクリングには概念的根拠がないと

いう IASB の批判（前項(b)）に対して、我々は次の代替的見解を支持している。「どの

項目を純損益に表示し、どの項目をその後に純損益に振り替えるべきかに関して行わ

れた決定について、概念的な根拠はない。・・・その他の包括利益に現在表示されてい

る項目をもっと純損益に入れて、それにより純損益を業績報告の中心的な概念として

維持することを目的として、業績の表示を見直す」3。したがって、我々の提案に対す

る本公開草案における反論は、説得力が十分でないと考える。 

 

                                                  
3 IASB 公開草案「その他の包括利益の項目の表示」（2010 年 5 月公表）ヤン・エングストローム
氏の代替的見解 AV3 項及び AV6 項。 
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その他の包括利益で認識後に利益剰余金へ直ちに振り替える処理 

15.  我々は、第 4項(b)に同意しない。その理由は、国際財務報告基準（IFRS）第 9号「金

融商品」では、資本の内訳項目についての各国固有の制約を考慮して、利得又は損失

の累計額の資本内での振替に関する具体的な定めを設けないこととしているが、本公

開草案と IFRS 第 9 号の取扱いが整合していないためである。 

 本質的な問題点は、利益剰余金とその他の包括利益累計額のそれぞれの会計的な性

格の観点から、資本の内訳項目として区分する目的について十分に整理されていない

ことにあると考えている。 

 

質問 2 

企業は、権利が未確定の過去勤務費用について、関連する制度変更が生じた時点で認識

すべきか？（第 54 項、第 61 項及び BC13 項）その理由は何か？ 

16.  提案に同意しない。制度変更から生じる権利が未確定の過去勤務費用は、将来の勤

務に帰属させることが、IFRS 第 2 号「株式報酬」と整合的である（IASB のディスカッ

ション・ペーパー2.19 項及び 2.20 項参照）。我々は、リサイクリングを通じて、権利

が未確定の過去勤務費用を権利が確定するまでの期間にわたり、将来の勤務に帰属さ

せるべきと考える。 

 

分 解 

 

質問 3 

企業は、確定給付費用を 3つの部分（勤務費用、財務費用及び再測定）に分解すべきか？

（第 119A 項及び BC14 項から BC18 項）その理由は何か？ 

17.  我々は、退職給付費用の各構成要素は異なる予測価値を有し、これを分解表示する

ことで財務情報の有用性が増すという考え方（本公開草案 BC14 項）に基づいて、確定

給付費用を 3 つの部分に分解することを求める本公開草案での提案の意図について、

理解する。 

 しかしながら、質問 5 に対してコメントするように、我々は財務費用の定義につい

ては見直しが必要と考えており、また、現行の規定（IAS 第 19 号第 119 項）を変更し、

これらの構成要素をどのように表示すべきかを決定するに際しては、第 18 項から第 20

項に示すように、当該要素の性質について、さらなる検討が必要と考えている。 
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労務費用としての検討の必要性 

18.  本公開草案では、退職給付費用の構成要素のうち、いずれが労務費用であるかの考

察を欠いていると考えられる。 

19.  日本や米国の会計基準では、数理計算上の差異や過去勤務費用の費用処理額を含め

たすべての構成要素が当期純利益で認識され、全体で労務費用ととらえられているも

のと考えられる。一方、本公開草案では、再測定の要素は当期純利益に表示されない

ため、労務費用とはとらえられていないようにも見受けられる。 

20.  この論点は、退職給付費用のどの構成要素が営業費用に表示されるべきかという議

論や、棚卸資産の資産化の処理方法等に影響を及ぼすことも考えられる（質問 15 に対

するコメントも参照）ことから、IASB は、どの構成要素が労務費用であるのかについ

て、考察を行う必要があると提案する。 

 

勤務費用部分の定義 
 

質問 4 

勤務費用部分は、人口統計上の仮定の変化から生じる確定給付制度債務の変動を除外す

べきか？（第 7項及び BC19 項から BC23 項）その理由は何か？ 

 

21.  「勤務費用の予測価値は勤務費用に係る見積りの変更の予測価値とは異なる」（本公

開草案 BC22 項）ため、人口統計上の仮定の変化から生じる確定給付制度債務の変動を

除外するという、本公開草案の提案に、我々は同意する。 

22.  なお、この場合には人口統計上の仮定の変化から生じる確定給付制度債務の変動は

確定給付制度債務に係る数理計算上の差異に含まれることとなるが、その処理につい

ては、第 6項(a)も参照。 

 

財務費用部分の定義 
 

質問 5 

本公開草案は、財務費用部分は、第 78 項で定める割引率を確定給付負債（資産）の純

額に適用して算定される、確定給付負債（資産）の純額に係る利息の純額から構成されな

ければならないと提案している。この結果、制度資産に係る期待収益を純損益に表示する

という規定は、IAS 第 19 号から削除されることとなる。 

確定給付負債（資産）の純額に係る利息の純額は、第 78 項で定める割引率を確定給付
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負債（資産）の純額に適用して算定されるべきか？その理由は何か？そのように算定され

るべきではないならば、財務費用部分をどのように定義すべきか？その理由は何か？（第

7項、第 119B 項、第 119C 項及び BC23 項から BC32 項） 

 

23.  我々は、本公開草案の提案に同意しない。次の理由により、確定給付負債（資産）

の純額に係る財務費用は、制度資産に係る「期待運用収益率」と確定給付制度債務に

係る割引率を用いて算定すべきである。 

(a)  確定給付制度債務と制度資産は異なる経済的ドライバーを有し、異なる基礎で

測定されている（本公開草案 BC31 項）ため、両者の純額を「報告企業が制度又は

従業員に支払うべき資金調達額」とみる（本公開草案 BC29 項）ことは概念的に誤

っている。 

(b)  本公開草案の提案に従った場合、表現の忠実性を損ねることとなる。例えば、

全く収益を生まない現金で制度資産の運用している場合でも、これとは逆に、ア

グレッシブな運用を行っている場合でも、優良社債の利回りで財務費用から控除

される運用収益を認識することとなる。 

(c)  本公開草案は、期待運用収益率の決定に内在する主観性を問題とするが（本公

開草案 BC41 項）、主観性に関連する論点は会計上の見積りに不可避な要素であり、

期待運用収益に限ったものではない。むしろ、企業による期待運用収益は、情報

の非対称性を解消し有用な情報になるという見解もある（IASB のディスカッショ

ン・ペーパー2.14 項参照）。 

 

表 示 

 

質問 6 

企業は、次のような表示を行うべきか？ 

(a)  勤務費用を純損益に表示。 

(b)  確定給付負債（資産）の純額に係る利息の純額を、財務費用の一部として純損益に

表示。 

(c)  再測定をその他の包括利益に表示。 

（第 119A 項及び BC35 項から BC45 項）その理由は何か？ 

 

質問 1のコメントを参照。 
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清算及び縮小 

 

質問 7 

(a)  通常の清算及び通常ではない清算に係る利得及び損失は数理計算上の差異であり、

したがって、再測定部分に含めるべきということに同意するか？（第 119D 項及び BC47

項）その理由は何か？ 

(b)  縮小は制度変更と同様に処理し、利得及び損失は純損益に表示しなければならない

ということに同意するか？（第 98A 項、第 119A 項(a)及び BC48 項） 

(c)  企業は、(i)制度変更、縮小及び通常ではない清算の記述的な説明及び(ii)それら

の包括利益計算書への影響を開示しなければならないか？（第 125C 項(c)、第 125E

項、BC49 項及び BC78 項）その理由は何か？ 

24.  通常ではない清算に係る利得及び損失と数理計算上の差異の取扱いとは区別すべき

であるため、我々は、本公開草案の提案に同意しない。本公開草案の提案は、数理計

算上の差異を即時認識するならば、清算に係る利得及び損失の取扱いと区別する必要

がなくなるという背景があるものと推測される。しかしながら、我々は、数理計算上

の差異の（当期純利益での）遅延認識を存続すべきと提案する一方で、通常ではない

清算に係る利得及び損失は直ちに純損益に表示すべきと考える。  

 

質問 9 

開示の目的を達成するために、本公開草案は、次のものを含む新たな開示の定めを提案

している。 

(a)  感応度分析を含む、リスクについての情報（第 125C 項(b)、第 125I 項、BC60 項(a)、

BC62 項(a)及び BC63 項から BC66 項） 

(b)  人口統計上の数理計算上の仮定を決定するのに使用した手続についての情報（第

125G 項(b)並びに BC60 項(d)及び(e)） 

(c)  昇給の予測の影響を除外して調整した、確定給付制度債務の現在価値（第 125H 項

及び BC60 項(f)） 

(d)  資産・負債マッチング戦略についての情報（第 125J 項及び BC62 項(b)） 

(e)  勤務費用と異なる拠出の原因となる可能性のある要因についての情報（第 125K 項

及び BC62 項(c)） 

提案された新たな開示の定めは適当であるか？その理由は何か？適当ではない場合、開

示の目的を達成するためにどのような開示を提案するか？ 

 

25.  (a)については、感応度分析が、ある種の予想情報であることを踏まえれば、マネジ
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メント・コメンタリーのような非財務情報で開示することを含め、その開示場所につ

いての検討が必要である。 

26.  (c)については、その有用性に疑問があるため、我々は同意しない。退職一時金の場

合、将来昇給の影響を除外した確定給付制度債務の現在価値（ABO）は、多くの法域に

おいて、制度を終了したと仮定した場合の債務の額に類似しない。 

 

その他の論点 

 

質問 13 

本公開草案はまた、次に要約された IAS 第 19 号の修正を行うことを提案している。 

(a)  IFRIC 第 14 号「確定給付資産の上限、最低積立要件及びそれらの相互関係」（2009

年 11 月改正）の定めを、実質的な変更を伴うことなく組み込んでいる。（第 115A 項

から第 115K 項及び BC73 項） 

(b)  「最低積立要件」は、退職後給付又は他の長期確定給付制度に対する積立のための

拠出を企業に求める、あらゆる強制力のある要求として定義されている。（第 7 項及

び BC80 項） 

(c)  制度による未払税金は、当該税金の性質に従い、制度資産に係る収益又は確定給付

制度債務の測定値に含めなければならない。（第 7項、第 73 項(b)、BC82 項及び BC83

項） 

(d)  制度資産に係る収益は、管理費用が制度資産の管理に関連するものである場合にの

み、当該管理費用によって減額されなければならない。（第 7 項、第 73 項(b)、BC82

項及び BC84 項から BC86 項） 

(e)  予想される将来の昇給は、現在給与で表現される給付算定式が後期の期間に著しく

高水準の給付を配分させるか否かの判断にあたって考慮されなければならない。（第

71A 項及び BC87 項から BC90 項） 

(f)  確定給付制度債務の算定に使用される死亡率は、制度加入者の雇用中と雇用後の双

方の予想死亡率の現在の見積りである。（第 73 項(a)(i)及び BC91 項） 

(g)  条件付きの指数及びリスク・シェアリングの特徴は、確定給付制度債務の最善の見

積りを算定する際に、考慮されなければならない。（第 64A 項、第 85 項(c)及び BC92

項から BC96 項） 

提案された修正に同意するか？その理由は何か？同意しない場合、どのような代替案を

提案するか？その理由は何か？ 

 

27.  (b)については、明確化が目的であることを理解するものの、最低積立要件の定めの

適用範囲を拡大させることが、どのような改善をもたらすのかが明らかではないため、
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我々は同意しない。 

 

経過規定 

 
質問 15 

企業は、提案された修正を遡及的に適用しなければならないか？（第 162 項及び BC97

項から BC101 項）その理由は何か？ 

 

28.  期首の棚卸資産等について、遡及的に計算しなおす必要が生じる場合があり、負担

が大きいと考えられるため、我々は遡及的適用に同意しない。 

29.  現行 IAS 第 19 号で認めている、数理計算上の差異を遅延認識する方法を採用してい

る場合、その償却額を棚卸資産の原価に含めることが多い。一方、本公開草案の提案

では、（その他の包括利益で認識される）数理計算上の差異が棚卸資産の原価に算入さ

れるか否かは特定されていないが（会社の方針によるものと考えられる。）、通常は原

価算入しないものと考えられる4。したがって、多くの企業が原価計算の取扱いを変更

する必要が生じるものと予想される。 

 

 
* * * * * 

我々のコメントが今後の IASB の議論に貢献することを希望する。 

都 正二 

企業会計基準委員会 委員 

退職給付専門委員会 専門委員長 

 

                                                  
4 この理由には、その他の包括利益に計上されるものが棚卸資産に原価算入されるとすれば、当
該資産が売却される場合に、その算入部分については売上原価ではなくその他の包括利益に配分
するという繁雑な結果を招くこともある（あるいは、原価算入を契機として、その他の包括利益
から売上原価に属性が変わったとみなす。）。 


